














1は じ め に
「財務報告の歴史が書かれる場合」1975年8月21日は,20世紀に担げる最 も
重要 な 日の うちの1日 に.なるであろ う。そめ 日に,権 威ある機関が現在価値情
報の開示を要求す る特別規則を提案 したのであ った。 この時 まで,財 務報告の
変革 についての批判や主張ぼすべて理論 としてのものであった。しかし,証 券
取引委員会`SEC)が通牒5608号において,取 替原価情報 の強制的開示を提案
した1975年8月21日までで事清は変 った。すなわち,現 在価値報告の時代が来
た と 言}る の で あ る`1,」とA.M.wing氏 が 述 べ て い る通 り,ア メ リカ のSEC
は,一 昨年の夏,「財務諸表の注記において一定 の取替原価資料の開示を求め る
レギ ュレーシ ョンS-Xの 修 正提案 につ いての告 示〔2!」を発表 した。 この レギ
ユ1!一シ ョンS-Xの 修 正提案 につ い て,SECは,1976年1月31日 を期 限 と
し て,関 係者 か らの文 書に よる コメン トを 求 め た。 コメン トを検 討 した末,
SECは,.1976年3月23日 に,会 計 連 続 通 牒190号 くAcc・untingSerie3Release
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No,190)におい て正式 に,「一定 の取替 原価資料 の開示 を要求 す る レギ ュレー シ
ョンS-Xの 修 正を採用す る告 示131」を発表 し,こ の中で,新 規則3-17を提 示
した。 この新規則3-17「現在取替原価情報」は,ア メ リカb証 券取引委員会
とい う権威をもつ機関がはじめて現在取替原価情報の強制的開示を要求したも
の として,内 外にきわめて大 きな波紋を投 げ て い る。本稿 では,こ の新規則
3-17を採用するに当 ってのSECの 見解 と新規則の内容について検討す る つ
も りであ るが,そ の前に,ア メ リカお よびそ の他 の国 々にお け る最近 の イン フ
'レー シ ョン会計 あるいは取替原価会計に関する提案お よび確定意見に触れてお










前述のよ うなSECに よる新しい動 きのほかに も,主 要各国においてここ3
～3年 ,い わゆるインフレーシ ョン会計あるいは時価主義会計の検討が盛んに
お こなわれている。具体的には各国の会計士団体による公開草案やデ ィスカッ
シ ョンペ ーパ ーの発表 とな ってあ らわれ て きてい る。近年 と くに この よ うな価
格変動会計に関する動きが高まってきている直接の原因は,SECの 表現にも
端 的に示 され てい る よ うに,「 現在 の一般 イン フレ率 は,1974年の水準 よ りも
低 くなってはいるが,依 然 として高 く,補足のない歴史的原価に よる資料だけ
では現在の経営の経済状態を十分に表示できない{1」とい う点にあ るよ うであ
る。他方において,こ れ ら価格変動会計に関する動 き(と くに会計士団体などに
よるもの)は,各 国にみ られ る近年の会計原則め見直 しの動 きあるレはあたら
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しい会計原則制定の動 きのなかにおける一環 として登場 してきている。た とえ
ば,イ ギ リスにおい ては,イ ングラン ド・ウ ェ ・ール ズ勅 許 会 計 士 協 会 が1969年
12月に 「1970年代の会計基準に関する趣意書」を発表し,そ の5ケ 年計画のな
か に はASSC(AccountingStandardsSteelingCommittee・会 計 基 準 起 草 委 員 会)
によるプログラムとして 「貨幣購買力の変動に関す る会計」も含 まれていた(21。
また,ア メリカでは,会 計原則の形成に:おいて中心的立場にあったAICPA
(アメ リカ公 認会計 士 協会)のAPB(AccountingPrinciplesBoard・会 計 原 則 審議 会)
は1973年に解散 され た。1973年3月置,AICPAと は別 個 の組織 であ る・FASB
(FinancialAccountingStandardsBoard・財 務 会 計 基 準 審 議 会)が 発 足 さ れ,以 降1
多 くの新 しい会計基準案お よび基準が公表 されてきている13。FASBによう新
しい会計基 準形成 の一環 として,す でに,1974年12月31日に,「 一般 購買 力単
位による財務報告」 と題する公開草案が公表 されてい る。
このような価格変動会計に関する新 しい動 きは,他 の主要諸国においても見
受けられている。民間によるもの(た とえば会計士団体など)お よび政府機関に
よるもの(SECなど)を あわ せて,そ れ らを以下に整理 してお こう(41。
〔1}ア メ リ カ 「
○ 叩i血ancia互State狐entsRestatedForGeneralPrice-LevelChanges",
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に関す るデ ィカ ヅシ ョンペ ーパ ー,公 開草案あ るいは確定意見の発表 以外 にお
い て も,た と え ば,ブ ラ ジ ル で は,1964年以 来 い わ ゆ る 価 値 修 正(corregaomq・
netarla)の制度が実施 され,そ の一環 として毎年 固定 資産 の再評価がお こなわ
れ てきてい る{5}。また,チ リーでは,1975年1月1日 付 で,総 合的 な資産 再評
価制度が導入された。 この制度めもとでは,棚 卸資産は取替原価で 再 評 価 さ
れ,そ め他の非貨幣的項 目は消費者物価指数に よって修正 される,と い うこと,
・
である。 ウルグアイでも近い将来に同じような制度が導入され る見 通 し で あ
る。しかし,一 般物価水準変動会計の制度を最 も早 く導入すると見 られていた




さらに,会 計基準 の国際的統.__.を目指 して1973年以来そ の活動 をお こな って
い るIASC(lnternationalAccountingStandardsCommittee・国 際 会 計 基 準 委 員 会)
は,1976年1月7日に公開草案第6号 として 「物価変動に関す る会計上の取扱
い(案)171」を発 表 した。 本草案に 関す る コメン ト期限 は8月7日 で終 ってい る
ので,近 々,国 際会計基準第6号 として公表 されるはずである。
ω.SEC.,AccountingSeriesReleaseNo.190,0p.cit.,p.62526.
{2}江村 稔 「イギ リスにおけ る会計基準制定の動 向」会計98巻5号を参照。
{3)新井清光 「FASB体制の出発と将来」企業会計26巻1号を参照。
"(41r物価変動に関する会計上の取扱いに関する各国刊行文書(1975年10月10日現在)」は,国際会
計基準の公開草案第6号 の付録 として示 されている。なお,こ こに示した資料の閲覧 とコピーに
際しては,日:本公認会計士協会事務局調査課岩田英雄氏のご協力を得たので,ここに謝意を表し
たい。







UtilitiesHoldingCompanyActReleaseNo.19437に お い て,「 一 定 の 取
替原価資料の開示を要求するレギ ェレー'ションS-Xの 修正を採用 す る 告 示
(NoticeofAdoptionofAmendmentstoRegulationS-XRequiringDisclosureof
CertainReplacementCostData)」を 発 表 し た 。 こ れ は,SECと い う ア メ リ カ
の政府機関がはじめて取替原価情報の強制的開示を要求したものとして多 くの
注 目を集め てい る0と い うのは,ア メ リカにおい ては これ までAICPAを 中
心 とす る会計実 務家が,1969年のAPBス テイ トメン トNo.3に おい て も,




げ られ るものと一般 には見 られていたか らである。
さ て ・ こ の 会 計 連 続 通 牒190号 の 「告 示 」 は,A.総 論(GeneralStatement)と
辛
B・ 採 用 さ れ た 修 正(AmendmentsAdopted)とか ら成 っ て い る。A .の 総 論 で
は・SECが 現在取替原価情報の開示を要求した経緯についての見解が示され
てお り・B・ には レギ ュレーシ ョンS-Xの 新 規 則3-17が示 され てい る。総 論
に関す る検 討は後 に行 うこと として,ま ず新規 則3-17の 全文 を以下}tY'¥...示して
お こ う{%
α)採 用 された修正
RegulationS-X規則3-17現 在 取替原 価悟報
目 的















分の1部 として表示 されなけれ ばならない。 この注記あるいは別区分 は 「監査
を受け ていない」 と表 示 してお く。 ,
158明 大 商 学 論 叢(808)
(a)貸借対照表が要求されている各会計年度末における棚卸資産の現在取替
原価を表示する。決算日において現在取替原価が正味実現可能価値を超えてい
る場合には,そ の事実を表示 し,ま たその超過額を も開示す る。





除後の現在取替原価を表示す る。 この規則では,規 則3一一16〔q}で定義 されて










す る。その他の基準(比例法など)で減価償却す る資産については,こ の計算に
おいてもその基準を使用す る。
(e)上記(a)から④ までの各項 目で開示 され る金額を算定す るのに使用 した方
法を記す。(a)と(b)の項 目について,生 産設備の恥替を仮定 した結果 として,直
接労務費,修繕維持費 光熱費その他の間接費に及ぼす影響を考慮 し た な ら
ば,ど の ような考慮をお こな ったかを記載する。歴史的原価に よる財務諸表で
現在使用している耐用年数および残存価額を上記の(d)で使わなかっ た と き に
は,そ こで使用した基準を説明し,そ の理由を開示する。減価償却費が棚卸資
産原価あるいは売上原価の構成要素であれば,これらの資料を重複して使用し
てしま う可能性を避けるために,そ の事実を記 し,(b)の項 目においてその項の
値を斜酌する。
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(f)経営者が 知 ってお り,上 記 の情報 を誤 解か ら防 ぐため}`Y``必要 と信 ず る追
加的情報を提示す る。 たとえば,原 価の変動 と売価の変動 との慣例的な関係,
生産設備を取替えるに際して経験するかもしれない困難とそれに関 す る 費用
〈環境規制に関するもめなど)。
こ の レ ギ 昌i/一 シ ョンS-Xの 修 正 は1933年有 価 証 券 法6 ,?,8,10,19(a)条,
1934年証券 取 引法12,13,15(d),23(a)条,および1935年公 益事業持株 会社 法5
{b),14,20(8}条)iY11...つい て 採 用 さ れ る 。
レギ ュレー シ ョンS-Xの 規 則3-17は ,1976年12月25日以降 に期 末をむか
える会計年度の財務諸表から発効するが,天然資源採取業に属する登録会社の




な お ・1976年3月23日 に,SEC会 計 連 続 通 牒190号の 発 表 と 同 時),rfL.,さ ら に
上記 の規則3-17に対 して以下の追加修正の提案がお こなわれた。
㈹ この規則の要求に従 って開示 され る現在取替原価情報は,1933年有価証
券法・1934年証券取引法,1935年公益事業持株会社法あるいはこれ らにもとづ
く諸規則において使われている意味における 「重要な事実の不実 な表示」,「重
要 な事実に関する虚偽あるいは誤解にみちび くような」表示,あ るいは,「粉
飾,詐 欺,不 正 とな る手段,計 略,計 画,営 業,取 引,行 為 あ るいは実践」 で
は ない と考 え られ る。 ただ し,そ の よ うな情 報は,開 示 され る ときには,
(1J合理的な配慮をもって作成 され,
〔2)合理的な事実基盤をもち,経 営者の誠意ある判断を示し,
{3}計算のお こなわれな基礎 とそ こに本来つ きまとう不確実性を開示した記
載が付け られていることを条件 とす る。




には 「監査を受けていない」 旨を示してお く,と い うものである。新規則3一
17のなか では特に示 されていないが,SECは,取 替原価の定義お よび それの










してしまった部分を修正 したGrossの取替原価である。 また,正 味実現可能
価値は,正 常な営業の場合に.おいて得られ る見積売価から予測可能な経費を差
引いたものと定義される。生産能力は,会 社の生産および配給能力の測定値で
あ り,た とえぽ,製 造業者 の生産能 力は一・定 の時間内に現在生産 し配給す るこ
との で きる単位数 に よって測定 され る。 他 方,再 生産原 価(reproducti・nc・St>
とい う用語が使われ るこ ともあるが,こ れ は,現 存 の資産を全 く同じ形で現在
取替えるのに必要な原価を意味している。生産技術にも素材にも変化がなけれ
ば,取 替原価 と再生産原価は同じになるであろ うが,取 替原価は,機 能的,技
術的陳腐化を考慮に入れ るとい う点において,資 産価値をより正し く表現して
いる。 また,取 替原価方法に固有の 目的のひとつは,実 体の営業能力あ るいは
生産能力を維持するのに必要な費用を測定することである。したがって,それ
は財貨 ・用役を挺供するとい う実体の現在の能力を保持するのに必要な現在原
価である。 しかし,こ の概念は,営 業活動において費消された資産が別の同一
の資産と取替えられるとか取替えられなければならないとい うことを必然的に
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意味するものではない。次に,取 替原価の実践的測定に つ い て は,多 くの場
合,特 殊価格指数を使用す ることになるが,一 般に公表 されている指数(た と
えば卸売価格指数)を援用すれば,実行が容易になるし情報の客観性を増すこと
にもなる。しかし,取 替原価方法には多 くの見積 りが必要であ り,現 状ではま
だ詳細な標準ができていないことから,資料を作成する側に相当の判断を要求
することになる。 したが って,企 業外部に よる詳細な客観的標準がなければ,
取替原価による資料でも企業間比較が十分にはできないことを意味することに
なろ う。 しかしそれでも,現在の一般に認め られた会計原則の場合 と比 べ れ
ば・取替原価資料は比較可能性を増す ことになるとおもわれ る。
SECの ガイ ドラインにおける取替原価の概 念 は,営 業能力もし くは生産能
力の立場か ら規定 され てお り,そ こでは,生 産 技 術の変 化(資 産のOutputPL作目
用する)や 素 材の変化(資 産のinputcostsに影響を与える)も 積極 的に考慮 に入
れ られるのであって,む しろオランダの取替価値会計における 「取替価値」の
概念 と同じであると考えられる。
(3棚 卸資産 と売上原価 への適用13?
SECの新 規則3一一17の(a)項は棚卸 資産,(b)項は売上原価),riv関ず る現在取替原




O北 アメリカおよびEEC以 外の国で保有もし くは使用 している棚卸資産(1
年間だけ延期)
O一 定め使途が限定 された棚卸資産すなわち通常では別の類似するプロジェク




















次に売 上原価に関 して,新 規則3-17は,製 品 を販売 し牟時点),Y1¥...ける現在
敢替原価の開示を要求している。すなわち,こ の 目的はあ くまでも販売がおこ
なわれた時点において財貨を取替えるのに必要な原価を算定することにあ り,
こうす ることに よって,売 上 と売上原価 との関係を現在 とい う同 じ基準で見 る
ことができるのである。 したが って,期 間中に販売 されたすぺての財貨の売上
原価を期末の取替原価にもとづいて計算す ることは,こ の場合の開示の目的に
合わない ことになる。なぜなら,そ れは,期 中の売上 とその売上がなされた時
点の売上原価との関係に関する情報を撰供していないし,期中の営業活動に及
ぼした価格変動の影響をあらわ していないか らである。実践的には,こ れは個
岨
個の取引毎に求め られ るとい うよりも,期 中の平均取替原価が使われる。
一
〔4)生産設備 と減価償却費へ の適用{41
SECの 新 規 則3一一 17は,(C)項で 生 産 設 備(pr・tluctivecapacity)、(d>項で 減 価 償
却費の現在取替原価情報の開示を要求している。
現在取替原価はe生 産活動を継続してい くうえで使用 され る生産設備(pro・
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perty,plantandequipment,andfinancingIeases)につ い て 算 定 さ れ な け れ ば な
らないが,無 形資産 と土地は生産 プβセスで消費されない,す なわち償却され






械,ポ ンプ,タ ン ク,集 積装置などのよ うな付帯設備は これに含まれていな
いo
O 北ア メリカおよびEEC以 外の国にある生産設備 も1年 延期される。
○ ある一定 の限定 された使途に供 されている資産すなわち通常,他 の同じよ
うな プロジェ ク トには取替 え られ る見込みが な く,ひ とつ の プロジ ェク ト完
.了時には売却処分 されてしまう資産
上記以外の生産設備については,(a)期末の(新品の)現在取替原価,(b)減価償
.却累 計 額 控 除 後 の 現 在 取 替 原 価(currentdepreciatedreplacementcast)の情 報 の
開示が求められている。資産が現在取替原価で評価替される場合,過年度に費消
した用役可能性部分すなわち減価償却累計額をも当該決算日の取替原価で修正
す る必要が あ るか もしれ ないが,こ の よ うな過年度償却不足修 正(catch-upad・
justment)は認 め られ て い な い 。
また,具 体的測定については,当 該資産が標準的であるか特殊であるかに よ
って異 って くる。たとえば,資 産が きわめて標準的で,一 般に使用 されてい る
場合には,そ の項 目ごとの現在取替原価を直接に算定す るか同 じような資産の
特殊指数を参考にして決めれば よい。他方,特 殊 目的用 できわめてユニー クな
資産の場合には,当該資産の再製作原価を見積るかあるいは同等の機能をもつ
他の資産 と取替えるのに必要な単位原価を見積ることになる。た とえば,建 物







が違 っていた り,あ るいは全 く同じような資産を入手す ることがで きないため
に, 同等の機能とは何であるかを決める必要がある。 この問題に対する解答は
今のところ見出されておらず,同 等の機能がなにであるかを決めるには相当の
判断が必要 であると答えるしかないのである。 これ まで使われてきているひ と
つ の方法 は等量 の産 出(equivalentoutputs)とい う基 準を確 立す る ことであ る。
た'とえ ば, 現在保有している資産に最も近い資産を正常な事業運営の中で取替




実 体 に 対 す る 当 該 資 産 の 総 合 的 有 用 性(。veral1'utility。f。pa,ti。ula,
assettotheentity)を考 え るものであ る。 た とx..ば,自動 車が 技術 的には相 当
に改善 された としても,実 体に とってはそれは1台 の輸送機械 であるとい うこ
とであ る。 この場合,新 しい自動車における技術改善は全 く考慮されないわけ
であ る。
次に, 減価償却費の計算において開示が要求されている現在取替原価は,期





は残存価額 といち じるし く異なるような場合には,そ のよ うな資産の取替原価
を正しく表示するよう耐用年数あるいは残存価額を修正する必要がある。影響




{5}新規則 の適用 範 囲5)
SECの 新規 則3-17は,先 に も示 した通 り,1976年12月25日以降に期末 をむ
かえる会計年度の財務諸表から発効す ることになっている。ただし,天 然資源
採 取 産 業(extractiveindustriesMこお け る 天 然 資 源 な ら び に 北 ア メ リ カ 大 陸,
EEC諸国以外の国にある資産については,規 則の適用が1年 だけ延期されて
いる。SECの 見解に よると,こ の ような延期を認めたのは,天 然資源への適
用に関して特にむずかしい実践上の問題があり,また天然資源採取産業のなか
の指導的な業界団体が今年中にこのような問題を解決するための大いなる調査
努力を進んで行な うとい う意思を表 明しているからであると説明されている。
本規則が適用される会社は棚卸資産と総生産設備の合計が1億 ドル以上で,
それらの合計が資産総額の10%を超える会社 と規定されている。規則の適用対
象会社を上記のよ うに限定 した点についてSECは,必 要な費用 と得 られ る効
用(costsandbenefits)とい う観 点 か ら 説 明 し て い る 。 す な わ ち,SECは,こ
の規則を実行する際の費用は,と くに必要な資料を準備する初年度に大きいこ




であ り,資料を作成す る費用 キ りも開示す ることの効用の方が明らかに大 きい
と結論した。しかし,費用負担が相対的に大きいのに大衆投資家の関心度は相
対的に少ない小企業の場合には,経済的な費用と効用との関係は明 ら か で な
い。 このよ うなわけで,SECは,棚 卸資産 と総生産設備の総計が1億 ドル以
下の会社には当初規則の適用を除外すると決定した。会社の営業活動に与える
特殊価格変動や一般 のインフレーシ ョンの影響を これ らの会社が正 し く開示す
るよう推奨はす るけれ ども,現 在 では,本 規則で要求した特別の開示をそれ ら
の会社には求めない。規則を実行する費用と投資家に対する情報の効用に関す
る経験を積んでか ら,SECは この適用除外 のとりやめあるいは修正を検討す
るつ も りである。 さらに,SECは,棚 無資産 と総生産設備の合計が資産総計
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の10%以下 である会社は この開示をおこなう必要がないと結諭 した。 とい うの
は,そ のような会社の場合,財 務諸表に与 えるそのような開示の影響は重要 で
ないか らであ る。
金額に.おいて1億 ドル未満,割 合において10%以下の会社 とい う適用除外条
件の うち前者は,会 社規模が比較的小 さいとい う意味であ り,後者は非貨幣的
資産の割合が きわめて少ない会社,主 として金融機関を指している。現在,ア
メ リカでこの新規則の適用の対象になる会社数はお よそ1,000社であるといわ
れ て い る(61
{6)会社お よび監査人 の責任(7}
SECの新規則3-17は,これまで検討してきた ような現在取替原価に関す る
情報 を,財 務諸表 の脚注(footnote)にお いてかあ るいは この脚注 の後 に続 く財職
務 諸 表 の 別 個 あ 区 分 の1部 と し て てaspa#・#aseparatesectionofthefinancial
statementsfollowingthenotes)表示 す る よ う要 求 し て い る。 そ し て,そ の い ず
れ の場所に表示す るに して も,そ の情報 には 「監査 を受 け てい ない(maudited)J
と明記することが求め られている。
すなわち,SECは この新規則において,棚 卸資産,売 上原価 生産設備1
減価償却費のそれぞれについて現在取替原価情報の開示を要求したわけである
が,現在取替原価の概念および具体的測定方法にはまだ多 くの問題が残されて
お り,画一的な基準 も見出されているわけではない。 したがって,従 来の財務
諸表の作成では使ったこともないような主観的判断やその他の手続を会社は適
用 しなければならない ことになろ う。 この ように明確な指針 もない状況のなか
で会社がSECの要求する現在取替原価情報を作成し,監査人もその情報に関
係す るとなると,そ こではおのずから情報を作成した会社の責任お よびその情
報に関係した監査人の責任 とい う問題が クローズァヅプされて くる。SEC当局
もこの問題 を認識 し・ 結論的 には 岨auditedでよい とし#の であ るが,そ の
事情について次の ように説明している。
これ らの資料を要求するに当って,SECは,正 確には計算することのでき
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ない原価の開示を会社に求めていることを知っている。 これ らの情報は,時 間





理 由である。さらに,実 際問題 として,こ の新 しい開示規則の適用に当って直
面するであろ うあらゆ る状況をSECが 予測することは不可能である。 この規
則は新 しい分野に関係 し'亡い るし,その適用 に主観 的判断(subjectivejudgments)
を求めてい るので,と くにそ うであ る。 したが って,SECは,こ の規則の実
行に当ってとられた各種の方法は実験的なものと考えるし,使 用した方法が明
記され,しかも誠実にして合理的な配慮をもって適用 され るか ぎり,代替方法 も
認められ うると信 じている。いろいろな方法を実験している間は.投 資家に対
するこのような資料を否定してしまうのを納得 させ るだけの理由はなさそ うで
ある。使用した方法を完全に開示し,そ の資料の表示方法に相当の弾力性を認
めることに よって,SECは,会 社が投資家にその資料の意味を有効に伝達す
ることので きる十分 な 自由を提供 してい ると信 じてい る。 た とえば,会 社は,
その資料を補足財務諸表 で 提 示 し,概 算額をひとつの数値ではな く幅で(in
erms・frangesratherthansinglefigures)示し,そ し て そ の 資 料 に 内 在 し て い
る不正確さを論じてもよいのである。また,原 価 と販売価格との歴史的な関係
を記した り,新設備の導入に伴 う原価節約,増 分原価,耐 用年数の変化を指摘




ることを認め,し たがって,資 料を作成す る会社に十分な裁量の余地を与えて
いる。しかし,主観的判断や推測にもとづいて作成した資料が,結 果的には全
くの間違いであったことが後に判明した とい う場合 も考えられ ることである。
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この場合,会 社の責任は どうなるかの問題が生じるポ他方,.この場合,会 社の
責任を強 く主張'すれば,会社は不確実な状況の下での資料の作成を藩賭するこ
とに もな りかねない。 この ような経緯 を認識 した うえで,SECは,い わゆ る
「安 全 港 ル ー ル(safeherb・rrule)」を 提 案 し て い る。 す な わ ち,こ の 安 全 港 ル
ールの内容:はすでに本節の{1}採用された修正の㈲のところで示してあ るが,要
す るに,そ の資料が合理的な基礎をもち,合 理的な配慮と誠意を もって作成 さ
れ,計 算の基礎 とそ こに内在する不正確 さを開示していれば,現 行の法のもと
に会社は保護 され るとい うものである。
次に,・取替原価情報の財務諸表における表示方法 とその資料に関する監査人
の 責 任 に つ い て,SECは 以 下 の よ う),r1`説明 し て い る。
最初の提案では,そ の資料は脚注で表示す るよう求めたのであったが,作 成
の基礎やその他経営者が適切と考える情報の説明をおこなう追加開宗を補足す
し 、
ると必要な資料は時には相当な長さの内容のあ る資料 となることをSECは 認
めた。その長 さお よびその内容か らみて,そ れは財務諸表の注に含められ るべ
きではないと考える会社 もあろ う。 したがって,採 用 された規則では,脚 注に
よるかあるいは脚注の後に続 く適当な見出しを付けた財務諸表の別個の区分の
いずれかに開示することとされている。その ような別個の区分を使 う場 合 に
は,注 におい て(た とえば会計方針に関す る注において)簡 単 に引照 してお くこと ・
が適当である。
この資料を記載した財務諸表の脚注もしくは別個の区分は監査を受けていな
くとも独立した会計士に よって報告 される財務諸表の1部 で あ る。 したが っ
て,独 立した会計士は,そ れが監査 されていな くとも取替原価情報 と関係す る
こ とに な る。SECはAICPAの 監 査 基 準 委 員 会(AuditingStandardsExecu.
tiveC鋤mittee)に対 し,こ の よ うな場合 に監査人が適用 で き る適 当な基 準を作
成するよう勧告している。
この ように,SECは脚注あるいは別個の区分において宗すべ き現在取替原価
情報に関して会計士に よる監査を受けな くてよいとしてはいるものの,会 計士
に よる監査報告ではその情報 に関係す る(associatedwith)ことにな るとして,
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AICPAに基準の作成を要求しているのである。
側FederalSecuritiesLawReports,3-31-76,pp.61129-6113(),な お,こ の 新 規 則3-17に つ
いては阿部大輔氏による翻訳 財界観測1976年8月号,船 よび田辺三夫氏による抄訳 会計ジャ
'一ナル1976年8月号が ある0あ わせ て参照 した。
{2),(3,{4}SECによる取替原価の定義および各項 目への適用については以下を参照。
SECAccountingRulesReportsNo.59,September1975,pp.?138-7143.





pp.62525-62530.これ について も阿 部大輔氏に よ.る翻 訳 財界観測1976年8月 号があ るe参
照 した。
㈲ 阿部大輔 「SEC取替原価会計を採用一 生産指向型ぺの税制改革が背後の問題一 」財界観
測1976年8月号8頁 を参照。
4お わ り に
以上,1976年3月23日に発表 されたアメ リカ証券取引委員会による 「一定の
'
取替原価資料の開示を要求するレギ ュレーシ 。ンS-Xの修正を採用する告示」
),rlv関し,新 規則3-17「 現在取替原価情報」の内容 と,新 規則3-17に 対す る
SEC当局の経過説明について くわ しく検討してきた。
すなわち,1975年8月21日にSEcな 現在取替原価情報の開示を要求するよ
うに レギ3レ ーシ ョンS-Xを 修 正 したい 旨の提案 をお こない,こ の提案 に対
す る各界か らの コメン トを求めた。 これに対 し,350を越 える コメン トが寄せ
られ,し か もその うち多数は反対意見であった。 しかし,SEC当 局は主とし
て,「現在の経済状況のもとでは,投 資家が会社の現在の経営状態を理解しよ
うとする場合,会 社),rlv及ぼす個別財貨用役価格Q変 動の影響に関す る資料こそ
が きわめて重要であると信ずる(11」とい う理由か ら,あ えて新規則の採用に踏
み切 ったのである。 これ ら「連のSECに おける修正提案か ら採用決定にいた
る動向すなわち部分的 ・補足的ではあるがいわゆる時価主義会計制度化の動き
にしSE¢が会計実践面においてと りわけ大きな影響力を もっているとい う点か
、
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ら内外 に大 波紋を起 こして き て い る。 とい うのは,AICPAのAccounting
ResearchStudyNo.6(1963)お よ びAccountingPrinciplesBoard.State一
mentNo・3(1969)ある い は、FASBのFinancialReportinginUnitsof
GeneralPurc:halingPowerの公 開 草 案(1974)な ど の 主 と し て 会 計 実 務 家),T'L..
よるインフレーシ ョン会計への取 り組みはいわゆ る修正原価主義会計を主張す
るものであ り,イ ンフレーションに対応する会計が制度化 され る場合には,ま
ずこの一般物価水準修正会計が とりあげられるものと一般には考えられていた
か ら で あ る 。 し か し,.SECのchiefaccountantであ るJohnC,Burtonは
まずなに よ りも重要 なのは 目的適合性(relevance)であ り,財 務 諸表が 目的に
適合しなければ,そ れがいかに理解可能であ り中立的であっても問題にな らな:
いとの立場から,歴史的原価や一般物価水準修正会計ではなく取替価値会計を




な ものであ り,「 根本的変革 に 向け てのは じめ ての動 き(initialmovementto一
wardsafundamentalchange)〔3)」あ る い は 「会 計 上 の 革 命(accountingrevolution)(41」
とさえ評価 され てい る。
伝統的に独 自の取替価値会計を提唱し,実 践 してきてい るオランダにおける
このSEC提 案に対する反応は大いに歓迎す るとい うものである。す なわち,
SECの提案は限定された取替原価資料を補足的に開示するもので あ り,基本
的会計モデルを変革 しよ うとす るものではない点に不満をあらわ しなが らも,
このSECの 考 え方にオ ランダ登録会計士協会 として強い支持を送っている。
また同協会は,SECの 提案は,た とえば最近におけるEECの 第4次 命令案
改 訂 版,イ ギ リス の サ ン デ ィ ラ ン ズ リポ ー ト,オ ー ス トラ リア,ド イ ツ,南 ア
フ リカの会計専門機関による提案などの国際的発展傾向と軌を一にす るもので
あ る とも指摘 してい るt51。
他方,SECの 要求に対す る反対論 も多 く見受け られ てい る。 反対論は2つ




者 の購買力変動会計の立場に関連 して,:FASBが1974年に公開草案を公表 し
た ことは 先に も述べ たが,FASBは その提 案 の実 験(丘eldtrials)におい て有用
な情報が生 まれなかったことか ら,そ の考 えを棚上げにした とい うことを指摘
してお ぎたいis。次に,SECの 要求の内容に関す る反対論 として,そ れが部分
,的であるすな:わち棚卸資産と生産設備およびそれらの費用化部分だけに限られ
ていることがあげられている。た とえば,棚 卸資産や生産設備が 多 くない とい
う理由でSECの 要求から金融機関は除外されたけれ ども,金融機関に対して
もインフレーションはなんらかの影響を及ぼしているはず であるとの疑問が残
されている。 また,SECの要求が生産設備に関して現在取替原価情報 に限定 さ
れているけれ ども,取 替原価の概念が妥当しない場合もあるす なわち単一の価
値概念では カバーできない場合が あるとの反対論 もある。 さらに,企 業 の生産
能力維持と同時に株主資本の維持も考慮する必要があるとの立場からの批判も'




以上,賛 成,反 対論を示 してきたが,SECの 規則に強制的であることか ら,
今 まさに大会社はSECに よる取替原価宿報の要求に どの よう),r14応ず るかを具
体的に問題に しているであろ う。 また,現 在の段階ではこの新規則が適用 され
るのはr棚 卸資産 と総生産設備の合計が1億 ドル以上の大会社であるが,2年
後 からはも うす こし小 さい会社に も適用範囲を広げてゆ く意向がSECに よっ
て 示 され て い る191。
本稿は,不 破貞春博士古稀記念号 のためにまとめた ものである。不破博士は
これまで終始一貫 して時価主義会計論 を主張 されてこられた。そ こで,こ のた
びSECとい う世界め会計実践を リー ドす る立場にある機関に よって現在取替原
価情報の開示が部分的,補 足的にせ よ義務づけ られた とい う事実'について論 じ
てきた。これはいわゆる時価主義会計理論の制度化への極めて大きな1歩 であ
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ると考えることができるか らである。
最 後 に,1976年8月に ニ ュー ジー ラン ドに おい て も, 現在原価会計に関する


















{g)不破貞春'「価格変動会計におけ る進歩と停滞」産業経理36-71976年7月号1-12頁 参照 。









(注)こ の他,わ が国}こおいてSECの 動向に触れた文献として以下がある。 あわせて参照 した。
津曲直躬 「貨幣価値変動下のディ.スクロージxア 」企業会計28-91976年8月号,熊 野 実夫 「イ
ン フL一 シ ョソ会 計の動 向」産 業 経理36-3D1976年10月号, 番場 嘉 一郎Cイ ン フレー シ ョン
会計に関する最近の動向」会計110-41976年10月号。 .
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